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Abstract:Wehavetobuildthemodelofenvironmentalmeasuresinordertopromoteenvironmental

measuresinhighschool.Wecanuseenvironmentalmanagementsystem[EMS】asthismodel.

InearlyresearchonEMSofeducationalinstitutionthereisaearlierpracticereportthantheoretical

research血･omcharacterofcontinuousimprovementofEMS.Inthetheorythereisareportinwhich

lshii(2002)combinedelementsofthecasewitheachschoolandmadeHSchoolversionsuper-ISOH

butdidnotmakethebestuseofthecharacteristicoftheeducationalinstitution.

ThispaperhasaimedtoproposeEMS"HighschoolEMSHthatmadethebestuseofthe

characteristicoftheeducationalinstitutionasonereferencemodelofenvironmentalmeasuresinthe

highschool.

First,Weanalyzethecurrentstateofenvironmentalmeasuresinthehighschoolandunderstandthe

necessaryelementinEMSandtheproblemofenvironmentalmeasuresbythepreliminaryresearch

(2).Next,weconfirm thelocationof''HighschoolEMS"intheentireEMS,understandthe

characteristicinthehighschoolandchangetheclaimspostulatedofthestandardofISO14001forthat

ofhighschool(3).Wearrangetheexampleofeachclaimspostulatedbyexaminingtheschoolin

Kunimihighschool(4).And,weverifythevalidityofthearrangementof(3)bymeasuringthe

solutionconditionoftheproblemof(2)(5).Last,WeconsideredEMSasenvironmentalmeasuresin

thehighschoolandrefertheprobleminthefuture(6).
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1.はじめに

高等学校における環境対策を推進するには､環境対
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策のモデルを整備する必要がある｡このモデルとし

て ､ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム (以 下

EMS[EnvironmentalManagementSystem])を活用する

方法が考えられる｡EMSとは､『組織の現状を把握

して活動の方針と計画 ･目標を立て (Plan)､それを

実行し (Do)､達成状況を確認する (Check)､そし

て必要に応じて活動内容や計画に変更を加える

(Action)という一連のサイクルを繰り返すことで､
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継続的な環境影響の改善をはかる手法｣のことであ

る｡

教育機関のEMSの先行研究においては､EMSの

継続的改善の性質から理論的研究よりも実践者に

よる実践報告が先行している 6) 7)9) 17)｡理論的に

整理したものとしては､各校の事例の要素を組み合

わせて ｢学校版スーパーISO｣を制定した石井 (2002)

の研究があるが､事例の組み合わせに留まっており､

教育機関が本来もつ特性が活かされていない2)0

そこで本稿では､教育機関の特性を活かした高等

学校における EMS｢高校版 EMS｣を､高等学校に

おける環境対策の 1つの参考モデルとして提案し､

教育機関 (特に高等学校)における環境対策の課題

解決の一助となることを､目的としている｡

手順として､予備調査にて高等学校の環境対策の

現状を分析し､高等学校における環境対策の課題､

EMSに必要な要素を把握する (2)｡次にEMS全体

の中で高等学校の EMSの位置づけを確認し､高等

学校の特性を把握した後､産業用につくられた

ISO14001の規格の要求事項を高等学校用にアレン

ジする (3)｡続いてアレンジした要求事項にした

がって､長崎県立国見高等学校にて実施し､要求事

項ごとの具体例を整理する (4)｡そして (3)の

アレンジの妥当性を (2)の課題の解決具合をはか

ることで検証する (5)｡最後に検証結果を元に高

等学校における環境対策としての EMSについて考

察し今後の課題についてまとめる (6)0

2.高等学校における環境対策の現状

2-1高等学校における環境対策

2004年､高等学校の環境対策の現状を知るため､

長崎県内の県立高等学校 (計 78校)を対象に質問

紙調査にて､予備調査を実施した｡教頭宛へ郵送に

て質問表を送付し､FAX にて回答を得た (回収率

80.7%)｡調査によると､91%の高等学校が ｢何らか

の環境対策を行っている｣と答えたにも関わらず､

京都議定書で設定された目標値を達成できると考

えている高等学校は､わずか 2%であった (図1)0

高等学校においては､空き教室の消灯､紙分別棚の

設置等の環境対策はおこなっているものの､実際の

温室効果ガス削減につながる対策はなされていな

い 11)0

学校は､生徒が学校で学んだことを家庭にもちかえ

る機能を有していることから考えると､京都議定書

が発行され温室効果ガス削減が全国の課題 (特に民

生家庭部門が課題)となった今､削減につながる対

策を学校で行なう意義は大きい｡高等学校において

温室効果ガス削減につながっていない環境対策は 1

つの課題である｡

済翌済遜怒感謝惑監蜜郷琵琶函醜 甑怒張遊既済惑- 蜜潜堅喝貴校では環境対策を行っていますか

2妻7≡圭91董≡…≦≡

はいと答えた方､現在の環境対策で温室効果ガス
(主にCO2)を15%削減することが可能ですか ､JでどN

2 65 19ド 14ll

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ejはい ■いいえ 国その他 国無回答

※15%は､京都議定書の目標値 (6%)に 1990年以降の長崎県のCO2排出量の増加分 (9%)

を加えた数値である

図1 長崎県内高等学校アンケート調査結果

2-218014001認証取得校の環境対策

次に2004年冬､ISO14001認証取得校の環境対策

の様子を知るため､3校の認証取得校をヒアリング

調査した｡ISO14001とは産業用につくられた EMS

の国際規格であり 4)､日本の高等学校では 24校

(2003年時点)が認証取得している 12)｡あらかじ

め用意した質問項目に沿って対面ヒアリングを行

い､その場で回答がなかった項目は､後日電話にて

回答を得た｡

その結果､情報を公開した ISO14001認証取得校

からは温室効果ガスの削減がみられた｡長崎県内高

校が増加している(平均 12.9%増)ことを考えると､

ISO14001は温室効果ガス削減につながる可能性が

考えられる｡一方､ISO14001導入に年間 180-500

万円の費用､運用に年間 1400-4200時間の労働時

間がかかっていた｡学校現場では､30万円で新規の

授業プログラムを開発することが可能なことや 8)､

常勤労働者の年間労働時間が 2000時間であること

を考えると､経済的にも人的にも大きな負担である

(表 1) ll)0

ISO14001は温室効果ガス削減効果が見込まれる
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可能性があるが､産業用につくられたEMSであり､

高校現場には負担が多くなじみにくいという課題

も 1つある｡

表 1 ISO14001認証取得校整理表

高等学校名 U高校 F中学.高校 Y高校

導入年度 2002年度 2001年度 2003年度

生 徒 数 1,080名 1,180名 713名

費用 導入年度 180万円 400-500万円 未公開

2003年度 60万円 83万円 未公開

労 導入 3,840時間 4,220時 間 1,397時間

働時間 年度 /年 /年 /年2003 1,490時間 2,541時 間 1,397時間

年度 /年 /年 /年

効果 費用 703万円｣ 未公開 未公開

※2003年度の光熱水費削減効果を記載 (2000年度比)｡ただしY高等学校は2000年度

のデータが無いため､2004年度の値 (2003年度比).C02の削減効果は､環境省発表

の換算地を用いて著者が試算

以上より､高等学校における環境対策には､温室

効果ガス削減につながる要素と､経済的 ･人的負担

を削減する要素､一見相反する要素が必要である｡

3.高校版EMSの特性

3-1高校版EMSの位置づけ

ISO14001については､高等学校に限らず重い負

担が指摘されている｡経済的負担の観点から､山田

(2003)は ｢審査登録機関のコスト (初年度取得時

+半永久的に必要な 3年ごとの更新料など)やコン

サルタント料は高すぎる｣と指摘している 16)｡ま

た､人的負担の観点から､(社)日本技術士会 (2001)

は､｢文書､記録類が増加しがちです｡EMSの運

用 ･維持を図ってゆくと必然的にいろいろの文書､

報告書類､測定記録などの保管管理が必要となりま

す｡今までの日本の多くの組織ではかかる管理に不

慣れです｣と指摘している 13)｡大企業は社内に文

書管理の担当者を置き､内部監査の資格をとらせ､

専門家を育成し運営することができるが､中小企業

には経済的にも人的にもこうした余裕がない 1)｡

こ の 課 題 に 対 応 す る か た ち で ､ KES[KES

EnvironmentalManagementSystem Standard】のような中

小規模向けの負担の軽い EMSも表れてきている｡

KESは､ISO14001にステップアップするベース的

なものであり､審査料が安く規格の要求事項も少な

い｡京都市の関係団体である京エコロジーセンター

が開発したもので､経済的 ･人的負担が少ないのが

特徴である｡そのため主に京都の中小企業を中心に

認証取得件数が伸びている 15)0

ま た LAS - E[Local Authority＼s Standard in

Environment]のように組織の特性に合ったEMSも

ある｡LAS-Eは､自治体の環境政策に取り組むた

めのしくみをチェックする基準であり､有害な環境

影響 (汚水や騒音の発生､エネルギー使用)だけで

なく､自治体特有の有益な環境影響 (情報公開､市

民参加)を多く対象としている｡目標設定および内

部監査に住民を参加させることが必須の条件で､住

民の意見を反映させて政策を実施していく自治体

の特性が活用されている｡現在 (2005年 7月)5

市町村が構築している 2)0 ISO14001は､本来認証

取得するかどうかは組織の自主的な意思に任され

ているが､実際は仕事の契約条件の 1つに組み込ま

れるなど､半ば義務として認証取得をしなければな

らない現状もある､と山田 (2003)は指摘している

16)｡自治体のような非営利事業所は､仕事の契約

条件に縛られることは少なく組織の特性に応じて､

自主的にEMSを構築する組織が多い｡

以上のような EMSの特性を考えると､高等学校

は小規模かつ非営利な組織と位置づけられる (図

2)｡規模の面から考えると､教職員数平均 47名 (平

成 16年度文部科学省統計資料､小数 1位を四捨五

入)の高等学校は､小規模組織に近い｡営利面から

考えると､私立高等学校は営利活動を行っていると

も考えられるが､本稿では教育機関の特性である公

共性を重視し､私立校も含めて非営利組織に近いと

位置づけられる｡

そのため高校版 EMSは､経済的 ･人的にも軽い

KESのような要素と､義務ではなく組織の特性に

合わせて自主的に構築する LAS-E のような要素

を持つ必要がある｡前者を満たすためには､要求事

項を少なくし外部からの審査を受けない(審査料を

削減するため)などの処置が必要となる｡また後者

を満たすためには､高等学校特有の環境教育や電気､

ガス､ゴミ､水の使用 (排出)などの日常レベルで

の環境影響の管理､つまり温室効果ガス削減につな

がる環境影響を管理することが必要となる 14)0

ただし､教育機関の特性を活かす場合､図 2の左

向き矢印も必要となる｡従来は､労働者 (社員)で

はない児童生徒を製品と位置づけ､消灯やゴミ分別
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の環境教育を受けた児童生徒(製品)を卒業させる､

という視点で EMSが運用されてきた｡しかし教育

機関の特性を活かすなら､生徒 (製品)を育成する

ことによって構成員に含み､組織の運営を担わせる

ことが大切となる｡生徒 (製品)がつくるルールに

教職員が従うという逆転の発想が必要な場合もあ

る｡なぜならば､教職員の 10倍以上の児童生徒 (製

品)は意思を持って行動するため､教職員だけでは

管理ができない｡またISO14001認証取得企業のよ

うに､社員に消灯やゴミ分別のようなしつけレベル

(ただし小学校低学年にはしつけレベルが必要)を

教えるのではなく､教育機関であるためしつけから

一歩踏み込んだ､運用レベル､組織のEMSを運用

する継続的改善の技術を身につけることが可能で

あり､身につけるための場 (授業)も存在する｡そ

のように児童生徒 (製品)を活かすことで､教職員

の労働負担の軽減にもつながり､消灯やゴミ分別な

どの行動も広がりやすい｡これが事例の組み合わせ

でない教育機関の特性であり､この点を考慮してE

MSを運用することが､高等学校においては必要と

なる｡

大規模 小規模

非

営

利

図2 高校版EMSの特性

3-2高校版EMS要求事項の検討

高等学校の特性に合わせたEMSとするため､｢高

校版EMs｣の要求事項を検討する｡経済的 ･人的負

担軽減を目指して ISO14001の要求事項を削りつつ

も､高等学校特有の環境影響 (温室効果ガス削減)

につながる項目を残し､組織を担う生徒の育成に関

する事項は充実させる (表 2)0

表中の○が ISO14001規格の要求事項の中から残

した項目､-が削減した項目､右端の数字は ｢4 高

校版 EMSの構築手順｣中の番号､アルファベット

は以下の補足説明に対応している｡

a ｢4.3.2法的及びその他の要求事項｣は､高等学校

は法律を遵守すべき点が少なく､法律まで手

を広げると生徒の専門的知識が要求される

ため､削減した｡その他の要求事項も生じて

いるが､温室効果ガスに直接つながるものは

少ないため､削除した｡

C ｢4.4.5文書管理｣は､必要に迫られれば文書を作

るという程度であり､特に義務にはせず､膨

大な文書作成義務から解放されるため､削除

した｡

d ｢4.4.7緊急事態への準備及び対応｣は､危険な薬

品など､高等学校には人的被害を及ぼすもの

がないため､削除した｡また日常の生活レベ

ルの行動とは直接関係ないため､削除した｡

e ｢4.5.2遵守評価｣は､｢4.4.2法的及びその他の要

求事項｣を守っているかを評価する項目のた

め､aの説明の通り取り上げていないので削

除した｡

f ｢4.5.3不適合並びに是正処置及び予防処置｣は､

チェックに縛られて活動が窮屈になるので

削除した｡ただし別途内部監査の手引きを作

成しており､内部監査では基準を定めてチェ

ックするようにしている｡

4.高校版EMSの構築手順

制定された要求事項にしたがって､｢高校版

EMS｣を長崎県立国見高等学校にて実施し､要求事

項ごとの具体例を整理する 5)10) (括弧内の項目は

ISO14001の規格の要求事項､および表2との対応関

係を表す)0

4-1計画

4-1-1体制の整備(4.4.1資源､役割､責任及び権

醍)

4-1-1-1学校長の意思決定(4.2環境方針)

EMSの特徴の 1つ ｢トップダウン｣を活用する｡

学校長が環境方針を作成し､組織の環境への取り組

みの方向性を示す｡既存の教育方針を活用すると浸

透しやすい｡尚､国見高等学校は既存の教育方針プ

ラス ｢環境も日本一｣のフレーズを合言葉に進めて

いる｡

4-1-1-2推進委員会の設置

校内の EMS活動のための推進委員会を設置する｡

生活委員会など､既存の委員会に役割を持たせ､そ

の委員会に追加議題を設けてEMSを議論すること

-12-



高等学校における環境対策としてのEMSに関する研究- ｢高校版EMS｣の提案-

表2 ISO14001と高校版EMSの比較

組織の環境負荷を 温室 効 果 ガ ス を

削減する 削 減 す る

4.2環境方針 ○ 4 -1-1- 1

4.3.1環境側面 ○ 4-1-2

43.2法的及びその他の要求事項 - a

4.3.3日的､目標及びプログラム ○ 4-1-3

4.4.1資源､役割､責任及び権限 ○ 4-1-1

4.4.2能力､訓練､及び自覚 ○ 4-2-2

4.4.3コミュニケーション ○ 4-2-4

4.4.4文書化 - 4-1-4

4.4.5文書管理 - C

4.4.6運用管理 ○ 4-2- 2-2

4.4.7緊急事態への準備及び対応 - d

4.5.1監視及び測定 ○ 4-3-1

4.5.2遵守評価 - e

4.5.3不適合並びに是正処置及び予防処置 - f

4.5.4記録の監査 ○ 4 -3- 3- 1

4.5.5内部監査 ○ 4-3- 2

4.6経営層による見直し ○ 4.-4

が望ましい｡参加メンバーは学校長､教頭､事務長､

教務主任､生徒会主任､学年主任等であるのが望ま

しい｡EMSの推進本部として最高の意思決定機関を

担い､1学期に 1回会議が開かれる｡

4-1-1-3生徒側の体制の整備

生徒会が管轄する環境委員会を設置する｡推進委

員会と同様､既存の委員会に役割を持たせることが

望ましい｡月に 1度､昼休みなどの短時間で開催さ

れる｡環境委員は､環境活動に関わる情報を伝達し､

各クラスでの取り組み状況をチェックし報告する

役割を持つ｡授業を通して､運営の技術を身につけ

た生徒が､環境対策を推進する｡

4-1-1-4事務局の設置

教職員の代表及び生徒側委員会の代表で構成し､

教職員および生徒の会議を円滑に進める｡数値目標

に関わるデータや生徒や教職員による取り組みの

状況を把握し､報告する｡内部監査チームの中心に

もなる｡また､事務局員になりたい生徒の希望調査

(アンケート)をすることで､積極的に関わるメン

バーが毎年集まり､事務局の安定経営へとつながる｡

4-1-2初期調査(4.3.1環境側面)

目標値や取り組み項目を決定する際には､まず初

期調査による現状把握が必要である｡初期調査時の

基本チェック項目を下に示す (表 3)0

表3 初期調査の概要
調 査 日的 校 内 か ら発 生 す る環 境 負 荷 の 現 状 を把 超 し､ 計 画 に反 映 す る

調 査 対 象 ･ 各 ク ラ ス教 室 . 戦 貝 室
･ 事 務 室 印 刷 室
･ コ ン ピ ュ ー タ室 . 体 育 鋸

･ ゴ ミ集 積 所 . 古 紙 集 積 所
･ そ の 他 特 別 教 室

調 査 項 目 ･ 電 気 使 用 状 況 . コ ピ ー 用 紙 使 用 / 廃 棄 状 況･ ガ ス使 用 状 況 . 水 道 使 用 状 況
･ ゴ ミ排 出状 況

4-1-3 目標設定(4.3.3日的､目標及びプログラ

ム)

4-1-3-1数値目標の設定

PDCAサイクルのCheckとActionの部分を有効に

働かせるためにも目標を数値化して設定すること

が不可欠である｡京都議定書発効により､各都道府

県が温室効果ガス削減目標値を定めているため､そ

れらの数値を引用することが望ましい｡

4-1-312具体的取り組み(4.4.2訓練､能力及び

自覚､4.4.6運用管理､)

設定した数値目標を達成するため具体的行動の

内容を定める｡初期調査､目標値の結果を踏まえて､

｢省資源 ･省エネルギー｣と ｢環境教育｣に関する

項目に分けて検討するのが望ましい｡身近な活動か

らはじめて､システム定着後に徐々に活動の範囲を

広げていく｡

4-1-4文書化(4.4.4文書化)

環境対策 ･教育をする際のルールブック (マニュ

アル)を作成｡このルールブックを根拠に､取り組
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みを進める 3)0

4-2実行

4-2-1キックオフ宣言

計画が整ったら､全校集会の場でキックオフ宣言

を行い､取り組みの開始を宣言する｡トップダウン

を示すため､校長がキックオフを宣言し､事務局の

高校生へ任命状を渡すことで､全校生徒へ権限のあ

る立場であることを示す｡

4-2-2校内活動の普及(4.4.2訓練､能力及び自

覚)

4-2-2-1啓発活動の展開

主に生徒に対して EMSの活動を認識し行動する

ように働きかける｡事務局のメンバーが中心となり､

環境委員会の場を活用して行うの望ましい｡

尚国見高等学校では､電気使用量等の推移をグラ

フ化したものや環境問題に関する話題を掲載した

情報誌を掲示､校内放送で消灯を呼びかける､照明

のスイッチの横にステッカーを貼るなどを行って

いる｡

41212-2生徒の委員会活動の充実(4.4.6運用

管理)

各クラスと事務局をつなぐ生徒の委員会を積極

的に活用する｡各クラスから選出された委員が毎週

末にその週の実施状況を報告し､逆に事務局からの

連絡事項等を伝達することで､環境マネジメントシ

ステムの動きが一般の生徒と帝離することなく進

行する｡

4-2-3生徒の育成(4.4.2訓練､能力及び自覚)

事務局のメンバーとなる生徒は､EMSの運用手

法を身につける必要がある｡総合的な学習の時間で

学習するか､授業ができる教職員がいなければ､2

泊 3日程度の外部の講習会に参加する｡ちなみに国

見高等学校は著者らが育成を行った｡

4-2-4情報発信(4.4.3コミュニケーション)

取り組みを外部に伝えるため､ホームページによ

る情報発信をする｡ホームページには ｢環境管理マ

ニュアル｣等の校内の環境マネジメントシステムに

関わる文書類､取り組み内容の報告､環境負荷の実

績値の推移などを掲載し､校内の環境対策について

の情報を広く公開する｡また､一般の閲覧者からの

コメントを取り入れる体制をつくることで､取り組

みが自動的に ｢外部の目｣にさらされ､｢外部監査｣

の要素が取り入れられる｡

4-3監査

4-3-1日常のチェック(4.5.1監視及び測定)

4-3-1-1データのチェック(4.5.4記録の監査)

削減の数値目標を掲げたものについて､学校の事

務に送られてくる水光熱費の請求書 (兼領収証)で

毎月の実績を確認し､記録する｡

4-3-1-2行動面のチェック

定めた内容どおりに各クラスでの取り組みが展

開されているか､毎週委員がチェックし事務局に報

告するとともに､毎週末のホームルームでその週の

状況を発表し同じクラスの生徒の行動を促す｡

4-3-2内部監査(4.5.5内部監査)

毎年定期的に (12月または 1月あたりがよい)実

施する｡生徒と教職員による監査チームを結成し､

校内の環境マネジメントシステム全体についての

調査をする｡監査の観点は ｢定めたとおりの行動が

実施されていたか (行動監査)｣ ｢設定した目標値は

達成されたか (データ監査)｣｢定めた行動日標や数

値目標に不具合はなかったか (システム監査)｣｡

4-3-3地域監査(4.5.5内部監査)

学校内でのシステムが定着してきたら､そのノウ

ハウを活用して地域の環境対策を促進する ｢地域監

査｣を行う｡

4-4見直し(4.6経営層による見直し)

4-4-1推進委員会で見直し

最後に､推進委員会にて､一連の取り組みを振り

返り､見直しを行う｡この見直しの結果を受け､事

務局は再度計画を練り直し､翌年度の取り組みに備

える｡

4-4-2自己宣言

見直しの結果､一連の取り組みが滞りなく進んで

いれば､全校集会にて校長による自己宣言を行う｡

5.高校版EMSの効果

｢高校版 EMS｣が小規模非営利という特性を活

かして EMSを構築できているかはかるため､小規

模組織に必要な経済的 ･人的負担の軽減､非営利組

織に必要な組織独自の環境影響に応じたEMS､以上

の2点を検証する｡

5-1温室効果ガス削減効果

高等学校の特性を活かした EMSかどうかを把握

するため､温室効果ガス削減効果をはかった｡

長崎県環境政策課より､長崎県全ての県立高等学

校の電気､ガス､灯油､ゴミ､水の使用 (排出)量

のデータを集計し､環境省が設定した温室効果ガス
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換算係数にて算出した｡そして削減効果をはかるた

め､2000年度と2003年度の比較を行った｡

その結果､｢高校版 EMS｣を構築した国見高校は

高い効果をあげていることがわかる (図7)0

加

電気 ガス 灯油 ゴミ 水道

国見高等学校 5.2% 3.2% 26.3% 65.5% 37.0%

1 I T ｣ J

長崎高校平均 18.6%T 86.9%T 8.2%J 5.3%｣ 6.0%T

図7 高校版EMSの効果

5-2経済的･人的負担削減効果

小規模組織に必要な経済的 ･人的負担を軽減した

EMSかどうかかを把握するため､EMS構築にとも

なう費用および労働時間を調査した｡

｢高校版 EMS｣は国見高校を対象に､｢ISO14001｣

は全国の認証取得 3校を対象に､あらかじめ用意し

た質問項目に沿って対面ヒアリングを行い､その場

で回答が得られなかった項目は､後日電話にて回答

を得た｡その結果､費用は無料にて､労働時間では

ISO14001認証取得校の 3分の1-10分の 1の割合

で､｢高校版EMS｣を構築できることがわかった(義

4)0

6.おわりに

高等学校における環境対策を推進するために､

環境対策の 1つの参考モデル ｢高校版 EMS｣を

整理し提案することが､本論の中心的なテーマで

あった｡予備調査にて把握した､温室効果ガス削

減につながる要素と､経済的 ･人的負担を削減す

る要素を目指すため､環境マネジメントシステム

の手法を用いて､長崎県立国見高等学校にて構築

した結果､両要素が盛り込まれた環境マネジメン

トシステムとなった｡

表4 15014001･高校版EMS､経済的 ･人的負担比較

高等学校名 国見高校 U高校 F中学 .高校 Y高校

導入年度 2003年度 2002年度 2001年度 2003 年度

学 科 普通科 工業系学科 普通科 普通科

生 徒 数 約560名 1,080名 1,180名 713名

米2003年度の光熱水費削減効果を記載 (2000年度比)｡ただしY高等学校は2000年度

のデータが無いため､2004年度の値 (2003年度比)｡C02の削減効果は､環境省発表

の換算値を用いて筆者らが試算｡

このような結果へとつながったのは､他の教育機

関におけるEMSの事例を組み合わせるだけでなく､

｢非営利小規模｣ ｢対象外に置かれている生徒に運

営の主体を担わせる｣､以上 2つの元々教育機関が

もつ特性に遡ってEMSを構築した結果である｡

尚､課題として高校版 EMS構築現場からは､各

高等学校単独で EMSを構築するのは難しいという

声がある｡生徒育成授業カリキュラムの提供など外

部からのサポート､特に行政のサポートの内容を整

理し､高校の環境対策を保障する政策の可能性を検

討することは､今後の課題としたい｡

本稿は ｢平成 16年度ながさきパートナーシップ創

造事業｣｢平成 17年度同事業｣｢平成 17年度エネル

ギー教育実践校事業｣の調査事業を基に作成した｡
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